


事業概要
1. 期間

開始 ：（西暦）2022年11月
終了（予定）：（西暦）2026年9月

2. 最終目標

3.成果・進捗概要
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INPEXの提案するブルーアンモニア製造方法を実証可能なプラント設備を設計・建設し運転を行う事で、大規模化し
た際に従来法と同程度の生産効率を保ちつつ、従来法にCCS/CCUSを付したプロセスと比較して20%程度の消費エ
ネルギー削減可能であることを実証すること。

基本設計（完了）
主な成果物：実証プラントP&ID、HAZID/HAZOP等の報告書、データシート、プロセスシミュレーションモデルの構築

詳細設計（完了）
主な成果物：基礎詳細図面、鉄骨図面、機器外形図、建屋関連図面、仕様書等詳細図面

機器調達および現場工事（完了）
機器製作および現場への据え付け作業完了
地盤改良、杭・基礎工事、鉄骨建方完了し、電気・計装、配管等についても完了

試運転(実施中)
ユーティリティ関係の試運転を完了し、水素製造設備のプロセス設備の試運転中
2026年5月よりプラントに天然ガスを導入した試運転に移行し、天然ガスを燃料として使用する周辺機器及び水素
製造設備の試運転を実施中。その後CO2回収設備、アンモニア製造設備の試運転に移行し、今秋より実証運転
を開始する見通し
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事業概要

実証プラント建設状況（2026年5月26日撮影）









• 研究開発の目標
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2 ．研究開発マネジメントについて

本事業では、以下を研究開発目標とする。
• 当社の提案するブルーアンモニア製造方法を小規模ながら最大限実証可能な設備を設計・建設し、実際に運転を行う。
• 大規模化した際に、従来法と同程度の生産効率を保ち、製造プロセスからのCO2 の回収率90%以上（0.2 t- CO2/t-

NH3 以下）を達成する。
• 全体プロセスの最適化により、従来法比で20%程度の消費エネルギー削減と8～10%程度の製造コスト削減が可能であるこ

とを検証する。
これらを2040 年度までにアンモニア製造コストを＄200～340/ton-NH3 とすることに寄与する。

上記目標達成のため下記3つの研究テーマを設定した。

根拠目標研究開発テーマ

ATR プロセスとCO2 の高圧回収の組み合わせによりCCS/CCUS にか
かるエネルギーの削減を図る。大規模化した際に、従来法と同程度の生産

効率を保ちつつ、製造プロセスからのCO2 の回
収率90%以上（0.2 t- CO2/t-NH3 以
下）を達成する

①：
大規模化を見据えた低炭素天然ガス改質技術の開発

低温・低圧アンモニア合成と未利用冷熱の利用の組み合わせによりアン
モニア合成にかかるエネルギーの削減を図る。

②：
低炭素アンモニア合成プロセスの開発

①、②を組み合わせるにあたり、高圧化が可能なATR と低温・低圧アン
モニア合成のメリット最大化のため、Make up の水素、窒素の圧力がア
ンモニア合成工程のリサイクルガスの圧力と同等し、アンモニア合成工程
原料圧縮機を合成工程の圧損分を補填する1 段圧縮とすることで、
OPEX、CAPEX の最小化を図る。

全体プロセスの最適化により、従来法比で
20%程度の消費エネルギー削減可能であるこ
との実証

③：
製造プロセス最適化・脱炭素化
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４．今後の見通しについて

実証プラントでの運転による検証計画
実証プラントの運転を通じて以下の各検証項目を確認することで、提案法の消費エネルギー削減効果の確認、及び大型化した際
に従来法と比較して、ブルーアンモニア製造に際しての消費エネルギーが20%程度低減されることの確認を行うとともに、大型化に際
し有益な情報を取りまとめる。

実証プラントの検証項目

事業による効果
東南アジアに年間730万トンの提案法におけるブルーアンモニアのポテンシャルが存在
東南アジアのLNG輸入量は増加が見込まれ、2040年時点ではそのポテンシャルは年間2,200万トンに上る
⇒ 現状の製造ポテンシャルと合わせ年間約3,000万トンのブルーアンモニア製造ポテンシャルの存在
⇒ 我が国全ての石炭火力の燃料の20％をアンモニアに置き換える際に必要となる量の1.5倍に相当する

検証実施時期（予定）検証基準

2026年7月ATRが設計値通りの性能で72時間連続で稼働することを確認する。ATRの性能評価

2025年7月CO2回収プロセスが設計値通りの性能で72時間連続で稼働することを確認する。CO2回収プロセスの性能評価

2025年7月NH3合成プロセスが設計値通りの性能で72時間連続で稼働することを確認する。NH3合成プロセスの性能評価

2025年8月各プロセスを統合し上で運転し、大規模化した際に狙ったエネルギー削減効果が
期待できることを確認する。

エネルギー削減効果の確認

2025年7月-2026年10月あらかじめ定めた運転条件を変更した運転を行い、狙った変化を確認する。運転条件の影響確認

2024年1月-2026年10月運転を通して大規模化にも展開できる運転マニュアルを作成する運転マニュアルの作成


